
コスト高の波が静かに経営を削る 

2026 年の春、中小企業の経営者が静かに

頭を悩ませているコスト問題が 2 つありま

す。1 つは、金利の上昇です。日本銀行は追

加利上げの方針を継続しており、変動金利

で借入を行っている企業では、じわりと返

済負担が重くなっています。もう 1 つは、

人件費の高騰です。2026 年の春闘では賃上

げ率が5％を超える水準で推移しており、中

小企業も採用・定着のために賃上げを迫ら

れています。価格転嫁が思うように進まな

い中で、この 2 つのコスト増が重なれば、

利益を圧迫するだけでなく、資金繰りにも

影響が出かねません。  

「問題ない」と思う今が最大の油断 

こうした環境変化は、じわじわと経営を

侵食していくのが恐ろしいところです。特

に注意したいのが、日々の業務に追われて

現状把握が後手に回るケースです。「売上は

なんとか維持できている」「銀行借入の返済

に遅れているわけではない」という状況で

も、原価率が気づかないうちに上昇し、手

元のキャッシュが徐々に細っているという

ことは珍しくありません。問題が表面化し

てからでは、打てる手が大幅に限られてし

まいます。嵐が来る前に、自社の体力と地

図を確認しておくことが肝要です。 

国が費用を負担する「定期健診」制度 

こうした事態に備えるために、国は「早

期経営改善計画策定支援事業」という制度

を設けています。これは認定経営革新等支

援機関の支援を受けてビジネスモデルの俯

瞰図・資金繰り計画・アクションプランを

策定する際に、費用の 3 分の 2（上限 25 万

円）を国が負担してくれます。重要なのは、

「今すぐ銀行支援が必要な状況ではない」段

階の企業こそ適している点です。いわば経

営の「定期健康診断」として、早めに活用い

ただきたい制度です。 

計画が嵐を乗り越える武器になる 

外部環境の嵐が過ぎるのをただ待つのは、

経営者の選択肢ではありません。まずは認

定支援機関に声をかけ、自社のビジネスモ

デルを第三者の目で点検することから始め

てください。ビジネスモデル俯瞰図を 1 枚

作成するだけでも、強み・弱み・潜在リスク

が驚くほど鮮明になります。計画を立て、

モニタリングし、変化に機敏に対応できる

体制を整えることが、荒波を乗り越える経

営者の武器になります。 
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嵐の中でも倒れない 

早期経営改善計画という羅針盤 

経営危機を感じる前

に会社の健康診断を

受け、早めの対策を

検討しましょう！ 
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